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○座間市共催、後援等に関する要綱 

平成22年６月１日告示第109号 

座間市共催、後援等に関する要綱 

（趣旨） 

第１条 この告示は、国及び地方公共団体を除く各種団体等（以下「団体等」という。）が行う市

民対象事業（以下「事業」という。）に対して、市が共催、後援又は協賛（以下「共催等」とい

う。）を行うことに関し必要な事項を定めるものとする。 

（定義） 

第２条 この告示において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところによる。 

(１) 共催 市が事実上の主催者の一員として、事業を他の団体等と共同して実施することをい

う。 

(２) 後援 市が事業の趣旨に賛同するとともに、企画、運営等への助言、指導等を含め、事業

の推進を援助することをいう。 

(３) 協賛 市が事業の趣旨に賛同することをいう。 

（共催等の対象） 

第３条 共催等の対象となる事業は、広く市民を対象とし、市民の福祉の増進に寄与すると認めら

れるものとし、次の各号のいずれにも該当する団体等が主催するものとする。 

(１) 原則として、県内に事務所を有する団体等 

(２) 教育、学術、文化、福祉、体育等の向上又は青少年の健全育成に取り組む団体等 

(３) 規約、会則等の定めにより、設立の目的及び団体等の存在が明らかである団体等 

(４) 設立の目的及び活動内容が公益に反しないと認められる団体等 

(５) 堅実な活動実績を有し、かつ、事業の遂行の意思と能力が十分にあると認められる団体等 

（申請） 

第４条 市の共催等を受けようとする団体等は、共催等承認申請書（第１号様式。以下「申請書」

という。）に次に掲げる書類を添付し、共催にあっては事業開始の90日前までに、後援及び協賛

にあっては事業開始の30日前までに市長に提出しなければならない。ただし、市長が特に認めた

場合は、この限りでない。 

(１) 事業開催要領 

(２) 事業の収支予算書 

(３) 団体等の規約 
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(４) 団体等の役員名簿 

(５) 団体等調査書（第２号様式） 

（承認及び不承認） 

第５条 市長は、前条の申請があったときは、内容を精査し、承認の可否を決定し、共催等承認書

（第３号様式）又は共催等不承認書（第４号様式）により申請者に通知するものとする。この場

合において、市長は、承認について必要な条件を付けることができる。 

（不承認の要件） 

第６条 市長は、団体等の実施する事業が次の各号のいずれかに該当するときは、共催等を承認し

ないものとする。 

(１) 公序良俗に反するおそれその他社会的非難を受けるおそれがあるとき。 

(２) 特定の宗教又は教義の普及を目的とするとき。 

(３) 政治活動を目的とするとき。 

(４) 営利又は商業的行為を目的とするとき。 

(５) 入場料、観覧料等を徴収し、その額が適正でないとき。 

(６) 開催等の場所が公衆衛生及び災害防止に関し、必要な設備及び措置が講じられていないと

き。 

(７) 団体等の構成員になることを前提とし、又は会員の勧誘を目的とするとき。 

(８) その他市長が不適当と認めるとき。 

（変更） 

第７条 団体等は、共催等の承認を受けた後に事業計画に変更が生じたときは、直ちに市長に届け

出て、必要な指示を受けなければならない。 

（承認の取消し等） 

第８条 市長は、共催等の承認をした団体等が次の各号のいずれかに該当するときは、共催等取消

書（第５号様式）により、直ちに承認を取り消し、共催等に係る行為を中止させるとともに、当

該団体等に係る事業について、以後共催等を行わないものとする。 

(１) 第３条第１項各号に掲げる団体等に適合しないと認められるとき。 

(２) 申請書及び添付書類に虚偽があると認められるとき。 

(３) 承認した事業の内容と異なる事業を実施したとき。 

（終了報告） 

第９条 共催等の承認を受けた団体等は、当該事業の終了後、速やかに事業終了報告書（第６号様
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式）により市長に報告しなければならない。 

附 則 

この告示は、公表の日から施行する。 
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第１号様式（第４条関係） 
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第２号様式（第４条関係） 
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第３号様式（第５条関係） 
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第４号様式（第５条関係） 
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第５号様式（第８条関係） 
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第６号様式（第９条関係） 

 


